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研究成果の概要（和文）：本研究では、次の 3 つの課題について理論的な研究を行なった。(1)
グローバリゼーション下における新しい企業行動の分析と政策分析では、企業の異質性や移行
経済における公企業の役割が重要であることを示した。(2)非経済的価値の国際的相違とその下
での貿易体制の分析では労働や環境に焦点を当て、それらの問題を解決するための貿易規制が
必ずしも望ましくないことを示した。(3)新しい貿易体制構築のための交渉およびその体制の維
持に関する分析では、いくつかのゲーム論的なアプローチによって望ましい交渉のあり方を明
らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： This research focuses on the following 3 topics in international 
trade. (1)In the analysis of firms’ new behavior and related policies, we have shown that 
firm heterogeneity and the role of public firms in economies in transition are important. (2) 
In the analysis of international differences in non-economic values, we have shown that 
trade restrictions to resolve the labor and environmental issues are not recommended. (3) 
In the analysis of trade negotiations, we have shown that some new approaches of game 
theory contribute to design the desirable trade regimes. 
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１．研究開始当初の背景  
近年、環境、労働、安全性、文化などの非
経済的価値の国際的相違や対立は、貿易交渉
の場でも重要な課題として取り上げられて
いる。これらの相違・対立が生じる背景や原
因を明らかにし、国際間の利害対立を克服し

つつ、より豊かな国民経済を達成するための
貿易体制の構築と維持に関して新しい視点
から分析を行うことが求められていた。経済
のグローバリゼーション下で国際的な企業
行動の行動様式が変わり、また非経済的価値
の存在が重要性を増してくる中で、新しい貿
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易体制の構築とその維持について多角的な
側面から理論的に分析することは非常に重
要な課題であると考えられていた。 
このような課題について研究するために
は、まず、グローバリゼーションが進展する
中で、貿易の自由化やその他の経済政策が企
業行動にどのような影響を与えているかを
分析する必要がある。特に、これらが民間企
業の直接投資行動や公的企業の行動に注目
して分析することが重要となっている。第 2
に、労働や環境などの非経済的価値と関連し
た問題を貿易の自由化の中でどのように捉
えていくかを考察する必要がある。貿易の自
由化が労働条件や環境を悪化させると危惧
されているが、そのような問題について理論
的に精緻な分析を行う必要がある。第 3 に、
新しい貿易体制の構築のために、どのような
貿易交渉あるいはプロセスを用いて進めて
いくことが望ましいかを考察する必要があ
る。近年の新しいゲーム理論のアプローチに
よって、このような交渉や制度変革のプロセ
スのあり方を分析することが可能になって
きている。 
 
２．研究の目的 
本研究は近年の国際貿易における 3つの重
要な課題：(1)グローバリゼーション下におけ
る新しい企業行動の分析と政策分析、(2)非経
済的価値の国際的相違とその下での貿易体
制の分析、(3)新しい貿易体制構築のための交
渉およびその体制の維持に関する分析、を取
り上げ、個別の課題について共同研究を行い、
最終的にそれらを総合的に検討する。課題(1)
の研究では、新しい企業行動の理論的な基礎
付けを行なう。課題(2)の研究では、労働基準
や環境と貿易の関連について理論的な分析
を行う。さらに、課題(3)では、多国間や地域
間の貿易交渉による貿易体制の構築と、それ
を維持するためのメカニズムを理論的に考
察する。 

 
３．研究の方法 

3 つの主要な研究課題についてそれぞれの
担当を決め、各研究課題の分析を行いながら、
相互に打合せを行うことによって研究成果
をまとめていく。研究分担者を専門の近い課
題に振り分け、研究代表者が全体の研究を統
括しつつ、総合的な研究を進める。研究分担
者の担当は次のようにする。 
課題(1)グローバリゼーション下における
新しい企業行動の分析と政策分析：清野一治、
石川城太。 
課題(2)非経済的価値の国際的相違とその
下での貿易体制の分析：清野一治、趙来勲。 
課題(3)新しい貿易体制構築のための交渉
およびその体制の維持に関する分析：古沢泰
治。 

この構成は、各分担者がすでに研究を始め
ている課題をもとに決められているが、それ
ぞれの研究の進行の度合いや研究の相互の
関連性に応じて、他の課題の研究にも参加す
る。研究代表者・阿部顕三は、課題(2)の中心
に研究に参画するとともに、個別の課題の研
究の進度や方向性についてチェックを行い、
各研究課題がつながりを持つようにまとめ
る。 

 
４．研究成果 
 本研究の成果は次のようなものである。 
(1)同一産業内での企業の生産性分布がどう
いう要因でどのように決まってくるのかを
理論的に分析し、豊富国において新技術の採
用が進み産業内企業間格差が拡がっていく
ことや、貿易によって資本豊富国の新技術採
用ペースが遅くなることなどを理論的に示
した。 
 
(2)国際寡占理論モデルを用いて、財貿易の
自由化が進んだとしても、財貿易に伴うサー
ビスの自由化（たとえば流通関連の直接投資
の自由化）が一緒に進まなければ消費者が損
失を被ることを示した。これは財貿易との関
連でサービス貿易の自由化の重要性を示し
ており、政策的含意を持つ重要な貢献である
といえる。 
 
(3)移行経済や地域統合が進められる地域に
おいて、各自治体や各国政府が育成・維持す
る公企業間に自由な競争を認めることが社
会全体に厚生悪化をもたらすメカニズムを
解明した。従来の混合寡占の議論では考えら
れてこなかった公企業と民間企業間の先
手・後手についての内生的決定メカニズムを
考慮しつつ，公企業の民営化がもたらす厚生
効果が明らかになった。 
 
(4)市場経済において民間でも供給可能な
財・サービスを政府が、時には民間企業と競
合しつつも、提供することの経済的意味につ
いて理論的に明らかにした。こうした混合寡
占に関わる議論は、移行経済における経済制
度や公共政策のあり方を検討する上で重要
である。 
 
(5)貿易介入手段としての直接規制の経済効
果を、ゲーム理論的枠組みの下で再検討する
とともに、移行経済や社会主義経済はもとよ
り自由主義経済においても農産物貿易にお
いて採用される国家貿易管理の経済的影響
を明らかにした。 
 
(6)為替レートの変動が企業の直接投資行動
やその結果として生じる利潤に与える影響
について分析した。通常、企業の本社のある



 

 

国の通貨が安くなれば、輸出しやすくなるた
めに企業の利益が増えると考えられている。
しかし、本研究では企業の直接投資行動を考
慮に入れれば、本社のある国の通貨が安くな
っても、企業の利益が減る場合があることを
示した。 
 
(7)生産活動や消費活動から汚染が発生する
ような開放経済において、貿易政策を用いて
環境水準をコントロールすることは必ずし
も望ましくないことを示した。また、国際間
で資本が移動するような独占的競争モデル
を用いて、環境政策の国際的な差異が企業の
集積に対して与える影響も分析した。さらに、
食品などの財で品質に差異がある場合、輸入
に関税を課せると外国企業が高品質の財を
供給する誘因を低めてしまう可能性を示し
た。 
 
(8)完全競争下の２部門一般均衡モデルに児
童労働を導入し、貿易政策、熟練労働者の移
民、児童労働の賃金に対する補助金などが児
童労働の雇用に与える影響を分析し、また児
童労働の禁止が資源配分にどのような影響
を与えるかを明らかにした。小国開放経済下
で児童労働の一般均衡分析を厳密に行った
分析はこれまでにない。 
 
(9)グローバリゼーションの進展と児童労働
の関係を分析した。国際労働機関（ILO）は、
国際労働基準に基づいて児童労働を禁止す
るとしている。貿易取引の拡大、移民の増加、
外資の増大などで表わされた様々なグロー
バリゼーションが児童労働に与える影響を
明らかにした。 
 
(10)労働基準の問題に注目し、政府の労働基
準政策を労働組合の交渉力とみなし、国内
（北）の会社と外国（南）の会社間の経済競
争や最適労働基準との関係を分析した。労働
組合が雇用指向の場合、労働基準の最適レベ
ルがより高いこと、また、自由貿易の中で労
働基準がより高いレベルになることが示さ
れた。さらに、労働基準の「底へのレース」
は、労働組合が賃金指向の場合に起こること
が明らかになった。 
 
(11)政党間の競争が政策の選択に与える影
響を分析した。複数の政党間で政権が入れ替
わる民主政治では、政権党が時間非整合的な
利得構造を持ち、便益が将来にわたり持続す
るようなプロジェクトは先延ばしされる傾
向がある。しかし、プロジェクトが分割可能
なときには、徐々にプロジェクトを遂行して
いくことにより時間非整合性を克服できる
ことを理論的に示した。 
 

(12) 貿易自由化の推進をグローバリズムの
もとですべきなのか、リージョナリズムのも
とですべきなのかという視点から、３国モデ
ルを構築し、経済統合がどのような効果をも
つのかについて検討した。通常、貿易自由化
は２国モデルで分析されることが多いが、そ
れを３国モデルに拡張し、今まで指摘されて
いなかったスピルオーバー効果を明らかに
した。 
 
(13)地球環境といった公共財の供給問題に
おけるフリーライダー問題について研究を
進め、自発的公共財供給問題における扱いや
す い 新 た な 解 コ ン セ プ ト で あ る
free-riding-proof coreを提唱し、その性質を
理論的に解明した。 
 
(14)金融制度の不完全性が産業構造に与え
る影響について分析を行った。金融制度が不
完全な国ほど、同一産業内において企業の生
産性のばらつきが小さくなることを理論的
に示すとともに、金融制度が不完全な世界で
は財貿易と資本移動が補完的であるという
新たな知見を得た。これは新しい貿易体制の
構築のための貿易交渉において金融制度の
改革・整備も重要であるという点を指摘して
おり、政策的にも重要な意味を持つ。 
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